


１．我が国の通商政策を取りまく変化
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 データの自由な越境流通を阻害するデータローカライゼーション規制、セキュリティ
強制規格採用要求、ソースコード開示要求等、データ保護主義的な動きが増加中。

 データに関する新規制が導入されると、データ処理サービスの利用費用増を原因とす
る国内物価上昇や生産性下落等の要因により、自国GDPにマイナスの影響との試算。

 ITプラットフォーマーを巡る既存の業種との公正な競争環境の確保や、消費者保護・
安全確保の扱いも課題に。

データ利用規制の導入によるGDPへの影響越境データフローに係る規制数の推移（1960～2017年）

（４）デジタル貿易の課題



２．米国の動き
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（１）通商拡大法２３２条（鉄鋼、アルミニウム）
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・６月１日以降、これまで暫定除外されてきたＥＵ・メキシコ・カナダに、鉄鋼25％・ア
ルミニウム10％の追加関税を適用

・数量枠を受け入れた韓国(70%)・ﾌﾞﾗｼﾞﾙ(約90%)・ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ(約135%)は恒久除外扱い

・豪州は無条件で除外

国別除外

 6月1日、２３２条の対米ＷＴＯ協議要請、リバランス措置準備開始（6月20日以降適用可）
（同日、ＴＩＥＲ（技術輸出入管理条例）の対中ＷＴＯ協議要請）

自動車２３２条調査にも強い懸念。

日EU共同声明（6月1日）
→２３２条（鉄鋼・アルミニウム、自動車・自動車部品）に深刻な懸念表明。

最高１２８億㌦のリバランス（7/1適用）
ＷＴＯ・ＮＡＦＴＡでの協議要請

ＥＵの反応

「影響の水準に見合う規模」のリバランス
カナダの反応 メキシコの反応

※このほか中国・トルコ・ロシア・インドがリバランス措置を通報（中国は発動）ないしＷＴＯ協議要請
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5月18日 リバランス措置をＷＴＯへ通報
※具体的な対象品目には言及せず（権利留保のための抑制的な対応）

経済産業大臣談話（５月１日）

・日本からの鉄鋼やアルミニウムの輸入が米国の安全保障に悪影響を与えることはないこと、むしろ、米国の
産業や雇用にも多大な貢献をしていること等を繰り返し説明し、日本を対象から除外するよう要請。

・それにも関わらず、日本が対象から除外されなかったことは極めて遺憾。

・今後は、WTOの枠組みの下、必要な対応の検討を進めるとともに、引き続き、対象から恒久的に除外するよ
う断固として米国への働きかけを行う。

米国による鉄鋼及びアルミニウムに係る輸入制限措置の決定について 経済産業大臣談話（３月９日）

３月８日、米国政府が、１９６２年通商拡大法第２３２条に基づき、鉄鋼及びアルミニウムの輸入に関して、
日本を含む各国からの輸入に対して追加関税を課すことを決定したことは極めて遺憾である。
今般の措置は、単に米国の市場を閉ざすのみならず、アジア地域を含む世界の鉄鋼及びアルミニウム市場を

混乱させ、多角的貿易システム全体に大きな悪影響を及ぼしかねない。
鉄鋼やアルミニウムの世界的な過剰生産に対処することが問題の本質であり、ＷＴＯルールに則らない一方

的措置の応酬は、どの国の利益にもならないことを改めて各国に呼びかけたい。
我が国としては、今後、措置の内容及び日本企業への影響を十分に精査した上で、ＷＴＯの枠組みの下、必

要な対応を検討するとともに、対象から除外するよう改めて米国への働きかけを行っていく。同時に、我が国
としては、自由貿易を堅持する立場から、ＷＴＯルールに則った解決を図ることが適切であると関係国に訴え
ていく。

（１－２）通商拡大法２３２条（鉄鋼、アルミニウム） 日本の立場
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＜トランプ大統領による発表内容（５月２３日）＞
「本日、私は自動車産業の現状について議論するためにロス商務長官と面会した。私からは、
トラック・自動車部品を含む自動車の輸入に対する２３２条調査開始を検討するよう指示し
た。自動車と自動車部品は、国家としての強さにとって重要である。」

＜米国商務省プレス発表（同上）＞
「ロス商務長官は、１９６２年通商拡大法２３２条に基づく調査を開始した。調査は、ＳＵ
Ｖ・バン・ライトトラック・自動車部品を含む自動車の輸入が国家安全保障を損なうおそれ
があるか否かを決定する。」

「ロス商務長官は、海外からの輸入が、何十年も国内の自動車産業を侵食してきた証拠がある
と述べた。商務省は、そのような輸入が国内経済を弱め、国家安全保障を損なうものか否か、
完全・公平・透明な調査を実施する。」

（２）通商拡大法２３２条（自動車）

世耕経済産業大臣会見（５月２４日）

現段階では調査が開始されたばかりでありますので、まず今後の動き、動向をしっかり注視していきたい。仮に発動
されるとなれば非常に広範な貿易制限措置になりまして、こういった制限措置は世界の市場を混乱させ、WTOに基づ
く多角的貿易体制にも悪影響を及ぼしかねないものでありまして、これは大変遺憾であると考えております。私から
も今後アメリカ側の関係者に対していかなる貿易上の措置もWTOに整合的であるべきということをしっかり伝えてい
きたいというふうに思っております。





 昨年8月18日にUSTRは、通商法３０１条の調査を公式に開始する旨を発表。
 調査の対象
1. 強制的な技術移転要求（許認可権の不透明・恣意的な運用、JV規則、外資出資規制等）
2. ライセンス契約における特定条項の強制等（内外差別的な技術輸出入管理条例等）
3. 組織的な米国企業の買収（先端技術取得を目的とした組織的な企業買収）
4. 営業秘密の窃取等
＜トランプ大統領による大統領令＞ （３月22日）
 中国の不公正な政策により支援されている特定の産品に対する25％の追加関税に対するパブコメを提
案

 USTRはWTOの紛争解決手続きを通じて、中国の差別的な技術ライセンス慣行に立ち向かう
 財務省は、他の省庁と協議し、米国のセンシティブな技術に対する中国の投資規則を提案

【USTRによる公表】（4月3日）
 航空宇宙関連、ICT、ロボティクス、産業機械、医薬品等、1300品目（500億ドル規模）に25%の追
加関税。

 最終課税措置の決定時期は未定。

【中国による発表】（４月４日）
 米国原産の大豆、自動車、化学工業品など14種類106品目に25％の追加関税を課すことを決定。実施
期日は別途
発表。WTO紛争解決機関に協議要請を行い、WTOによる紛争解決手続きを正式に開始した旨発表。

【USTRによる追加措置の発表】（４月５日）
 対中報復措置（1000億ドル相当）の検討をトランプ大統領がUSTRに指示。

（３）米国通商法３０１条
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（４）米中協議

◆３０１条調査に関するホワイトハウス声明（５月２９日）
• 500億ドル相当の関税措置（6月15日）、投資管理・輸出管理強化（6月30日）実施公表
• 中国商務部は、「米中が最近ワシントンにて達成した共通認識に明らかに矛盾」との見解発表

◆ライトハイザー通商代表の声明（５月２０日）
• 関税などの法的ツールの活用可能性に言及しつつ、中国の強制技術移転等を問題視
するとの姿勢を改めて表明

◆劉鶴副総理訪米時の米中合意（５月１９日）
• 「貿易協議に関する米中共同声明」を発表。対中貿易赤字の削減（米側は2000億㌦
の赤字削減を要求）、知財保護などに合意。

• ムニューシン財務長官、劉鶴副総理は関税措置停止に言及

◆ロス商務長官訪中（６月２～３日）
• 農産品・エネルギーの輸出増の詳細について議論するため、ロス長官が訪中。
• 中国側は、仮に米側が関税引上げた場合は合意は無効となると牽制。



３．中国の動き
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 中国政府は、2015年5月に公表した『中国製造2025』において重点産業を明示。
 本計画に盛り込まれている、外資企業の市場参入・調達の制限、技術供与の強要、
中国標準の濫用、政府投資ファンド等による補助、国有企業による買収等の要素に
対し、ＥＵ商工会議所（中国）は反発。

 鉄鋼で生じた問題が、半導体、ロボット、電気自動車等に拡散していくおそれ。

＜主要技術に関する中国製品の国内調達目標＞

機器の基礎的な素材・構成要素の40％を2020年までに国内で
製造。この比率を2025年までに70％に引き上げ。

＜10の重点強化産業＞
1. 次世代ＩＴ産業
2. 先端デジタル制御工作機械とロボット産業
3. 航空・宇宙設備産業
4. 海洋建設機械・ハイテク船舶産業
5. 先進軌道交通設備産業
6. 省エネ・新エネルギー自動車産業
7. 電力設備産業
8. 農業用機械設備作業
9. 新材料産業
10. バイオ医療・高性能医療器械産業

2017年３/ ７ 在中国欧州商工会議所レポート
3/1６ 全米商工会議所レポート 14

（１）中国製造２０２５





 中国政府は、新エネ車への補助金給付を徐々に減額し、2020年までで打ち切る方針。一方、
厳しい新エネ車生産の強制割当て規制の導入を予定。

 これに対し、日米欧は様々な共通の懸念点を表明し、導入の延期・緩和を主張してきた。

NEV対象車  EV、PHV、FCV
規制対象企業  従来車（HV含む）の年間生産台数or輸入台数が30,000台を上回る企業

主な内容
 導入は2019年1月～。
 年間生産or輸入台数に一定の年間要求比率を乗じたNEVクレジットを目標値
として、生産or輸入しなければならない。

クレジット運用規定  目標過達企業からはクレジットを譲渡や売買等取引可能。
 2019年の未達クレジットは2020年に相殺可能。

罰則規定  NEVクレジット未達の企業は新たな在来型エネルギー車種の製造or輸入を不
許可とする。

●9月28日に公表された規制案概要

●従来エネルギー乗用車の生産or輸入台
数に対する、NEVクレジットの要求比率

2019年 2020年
10％ 12％

●2019-20年の車種別クレジット基準

※NEVクレジット＝車種別クレジット基準に、
新エネ車の生産or輸入台数を掛け合わせた数字

車種 計算方法 備考

BEV 0.012×R+0.8 • R︓電気駆動航続距離
• P︓燃料電池システムの定格出力（単位︓

Kw）
• 基準車種のクレジットの上限︓5
• 車種のクレジットの計算結果は小数点以下2

桁とし、3桁目を四捨五入とする。

PHEV ２
FCV 0.16×P
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（３）中国新エネ車（NEV）規制



サイバーセキュリティ法の規制内容（抜粋）
 ネットワーク製品・サービスの国家規格、業界規格の強制的要求事項への適合（第22条）
 ネットワーク運営者に対する公安機関等の安全保障、犯罪捜査活動への技術支援、協力義務化（第28条）
 重要インフラの運営者に対する当局によるセキュリティ審査の導入（第34・35条）
 重要インフラの運営者に対する個人情報及び重要データの中国国内保存及び海外持ち出し時の安全評価の実
施を義務化（第37条）

 中国政府は、2017年6月にサイバーセキュリティ法を施行。
 関連法令では、重要情報インフラ事業者に対する重要データの国内保存の義務づけ
や、ネットワーク製品の国家規格の強制的要求事項への準拠等を導入。

 サーバー等の国内設置の義務づけ、国境を越えたデータ流通の管理、ソースコード開
示要求につながるおそれ。
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（４）サイバーセキュリティ法



第四回世界インターネット大会（WIC）2017年12月3日～5日 ＠鵜鎮
 習近平国家主席︓
 「『サイバー空間運命共同体』の構築」を提言。
 サイバー主権を強調。サイバー強国、デジタル中国及びスマート社会を建設し、インターネット、ビッグデータ、
ＡＩと実体経済の融合を深め、デジタル及びシェアリング経済を発展させると主張。

 中国のデジタル経済の発展は「高速車線に入る」とし、「中国の扉は閉ざされることなく、前に向かってより大き
く開かれるのみ。各国がともに急行電車に乗り込むことを後押しする」と主張。

 ”一帯一路”デジタル経済国際協力イニシアティブ（提言）︓
タイ、ラオス、アラブ首長国連邦、サウジアラビア、トルコ、セルビアと「”利益共同体”・”運命共同体”の構築」
を共同発起。

【ポイント】
• 泰、蒙、セルビアから副首相、馬、ミャンマー、ケニア、リベリアから大臣、ロシアから長官、ラオス及びサウジ
アラビアから副大臣、アフリカ連合副議長、仏元首相、星、墨、トルコ及びＵＡＥから幹部が出席。また、アップ
ル、グーグルからＣＥＯが初参加。

• ビルパン仏元首相は「米国が成長の恩恵を独占してきたが、今や中国がイノベーションのリーダーで世界の技術の
重心」とし、パリ協定のように国連での国際約束の多国間交渉実施が望ましいとした。

• 閉幕式にて、海外からの登壇者が中国に変化を促す発言をするなど、中国以外の参加国による影響も垣間見えた。
【「一帯一路デジタル経済国際協力イニシアティブ」主要骨子】
①ブロードバンド質量の向上，②デジタル・トランスフォーメーション促進，③電子商取引協力促進，
④インターネットに関する創業支援，⑤中小零細企業の発展促進，⑥デジタル技能の研修強化，
⑦IT技術領域の投資促進，⑧都市間のデジタル経済協力の推進，⑨デジタル包摂性の向上，
⑩透明性のあるデジタル経済政策の制定の奨励，⑪国際標準化の協力推進，⑫自主的発展尊重，
⑬平和、安全、開放、合作、秩序あるインターネット空間の共同建設の奨励，⑭多層交流メカニズム設立の奨励他
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（５）デジタルシルクロード構想



４．日本の対応 ‐ ルールベースの通商戦略の展開 ‐
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＜主な成果（経済部分）＞
 両首脳は、インド太平洋地域における自由で公正な交易を守ることが必要であることを確認。
 米国は二国間ディールに関心。日本はTPPが最善と考えている。
⇒ 両首脳は、双方の利益となるように、日米間の貿易・投資を更に拡大させ、公正なルールに基
づく自由で開かれたインド太平洋地域における経済発展を実現するために、茂木大臣とライトハイ
ザー通商代表との間で「自由で公正かつ相互的な貿易取引のための協議（Talks for Free, 
Fair and Reciprocal）」を開始し、これを麻生副総理とペンス副大統領の下で行われている
日米経済対話に報告させることで一致。
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（１）日米首脳会談（４月１７日～１８日）
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◇４月に行われた日中ハイレベル経済対話の開催を議論も踏まえ、新たな協力分野を開拓す
ることや、第三国における日中民間経済協力を行うことで一致。

◇安倍総理の年内訪中、その後の習近平国家主席の訪日と着実にハイレベル往来を積み重ね
ていくことで一致。

■日中首脳会談の主な成果＜日中経済関係＞

• 自由経済貿易体制の維持・推進のための、国際ルールに基づく、自由で開かれた、公正
な経済秩序を構築することで一致。RCEPや日中韓FTAの交渉についても連携を強化す
ることを確認した。

• 第三国における協力や地球規模改題へ対応することで一致。両首脳は、第三国における
日中民間経済協力について、日中ハイレベル経済対話の下、省庁横断・官民合同で議
論する新たな「委員会」を設け、具体的な案件を議論していくこと、また、民間企業間の交
流の場として「フォーラム」を安倍総理の訪中の際に開催することで一致。

（参考）日中平和友好条約締結40周年記念李克強総理来日歓迎レセプションで
の安倍総理の発言（抜粋）
アジアの旺盛なインフラ需要に応えるため、今回、省庁横断の官民委員会を設

けるとともに、私と李克強総理のリーダーシップの下に官民が一堂に会する
フォーラムを設置することで合意いたしました。本日のレセプションを主催いただ
いた日本経団連を始め、経済界の皆さんにも全面的に御協力いただき、日中民
間企業によるインフラ協力をアジアワイドで具体的に進めていきたい。次の私の
訪中の際には、是非皆さんにも御同行いただきたいと思います。

（２）日中首脳会談（５月９日）



 日米欧の三極が、第三国による市場歪曲的な措置に共同対処するため、昨年12月12日、世耕大臣
の呼びかけによりMC11（第11回WTO閣僚会議）のマージンで史上初の開催（アルゼンチン・ブ
エノスアイレス）。

 本年５月３０日、第三回会合を開催（パリ）。前回会合で合意した、第三国による市場歪曲的措
置の排除に向けた共同行動に関し、これまでの進捗や今後の方向性について議論し、具体的な共
同声明に合意。

第三回 共同声明概要
🔶🔶過度の過剰供給能力、労働者や企業にとって不公平な競争条件、革新的技術の開発と使
用、国際貿易の適切な機能の欠損に繋がる、現行規定が効果的ではない分野も含む、非
市場志向の政策や慣行に対処するという共通の目的を確認
◆市場志向の条件に関する附属共同声明を支持し、この問題についての議論をさらに進
め、他の貿易相手国と市場経済の条件を維持するための手段を特定することに合意
◆労働者及びビジネスにとって、より競争的な国際貿易投資環境を促進するため、補助
金および国有企業に関し、考え得る新たなルールについての議論を深め、加速する必要
性に同意
◆いかなる国も、例えば、JV規制、外国出資規制、行政審査や許認可プロセス、その他の
方法を通じて、外国企業から国内企業への技術移転を要求したり圧力をかけたりしては
ならないとの見解を共有することを確認
◆他のlike mindedな国々とともに、適切な場合にはWTOの紛争解決手続に委ねることを含
め、有害な強制技術移転の政策及び慣行を止めるための効果的な手段を見つけるため、
ともに行動することに合意
◆特に、政府のWTOの透明性義務の意図的な違反に対応することは、効果的なWTOルー
ルの発展の前提条件であると認識。既存のWTOルールの完全な執行を行うために、WTO
における協力を継続することに合意
◆WTOにおける電子商取引イニシアティブの共同声明における探究的作業の進展を歓迎
し、将来のWTO交渉に向けた議論を進めるための強いコミットメントを再確認
◆市場歪曲的措置に対処するため、G7、G20、OECDなどの国際フォーラムや、鉄鋼グ
ローバルフォーラムやGAMS等の分野別イニシアティブにおける協力を再確認

【三極貿易大臣会合 出席者】

日本：世耕 経済産業大臣
ＥＵ：マルムストローム 欧州委員
米国：ライトハイザー 通商代表
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（３）日米欧三極貿易大臣会合 ～第三国の市場歪曲措置への共同対処 ～



 ＥＵとも、貿易歪曲的措置への対応に係る日欧連携の方向性等を議論している。
2017年7月11日 世耕経産大臣とカタイネン副委員長（雇用・成長・投資・競争担当）の

バイ会談
世耕大臣は、カタイネン副委員長（雇用・成長・投資・競争担当）と
の間において、日EUEPAの大枠合意を受けた、規制協 力、デジタル協力な
ど今後の日欧協力の在り方や、貿易歪曲的措置への対応に係る日欧連携の
方向性等について意見交換。今後とも日EU経済関係を更に深化させていく
ことが重要 との認識で一致。

2017年11月15日 世耕経産大臣とマルムストローム欧州委員（貿易担当）との電話会談
日EU・EPAに関し、本年7月6日の大枠合意以降の作業の進捗を確認するとともに、可能な限り早期の交渉
妥結を実現すべく引き続き最大限の努力を傾注していくことで一致。

この他、両者は、12月に閣僚会議も開催されるWTOにおける取組についても意見交換を行い、日EU間で引
き続き協力していくことで一致。

歪 置
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（４）貿易歪曲的措置に関する日欧連携

201８年５月３０日 世耕経産大臣とマルムストローム欧州委員（貿易担当）との共同声明
両大臣は、鉄鋼・アルミニウムについて追加的に課されている関税または数量割当は国家安全保障を根拠に正当化
されるものではないと考え、これらに対する深刻な懸念を共有した。

加えて、両大臣は、仮に、米国の自動車及び同部品に関する調査に基づく措置が課された場合、世界貿易の極めて
大きな割合に対して制限的な影響を与えることになるとの認識で一致した。これは、世界市場に深刻な混乱を招き、
WTOルールに基づく多角的貿易体制を崩壊させかねないものである。両大臣は、今後、これらの懸念に関する米国と
の議論にあたって密接に協力するとともに他国への連携を呼びかけていく意向を確認した。



 2018年3月8日の署名（チリ）、１１か国中６か国の国内手続完了により発効。

 ５月現在、メキシコが批准済。

 コロンビア、そしてタイ、台湾、更には英国など、様々な国・地域がＴＰＰへの参加に関心を示している。

新協定の内容
（１）条文の概要
第１条 ＴＰＰ協定の組込み（incorporation）、第２条 特定の規定の適用の停止（凍結）、第３条 効力発生（６

か国の締結完了）、
本協定の見直し(review)、第７条 正文（英、仏、西）第４条 脱退、第５条 加入、第６条

（２）新協定により達成されること
＜投資＞

＜貿易円滑化＞

＜電子商取引＞

＜国有企業＞

＜知的財産＞

投資先の国が投資企業に対し技術移転等を要求することの禁止

急送貨物の迅速な税関手続（６時間以内の引取）を明記

国境を越える情報の自由な流通の確保、デジタル・コンテンツへの関税賦課禁止
ソースコード（ソフトウエアの設計図）移転・アクセス要求の禁止、サーバー現地化要求の禁
止

非商業的援助により他の締約国の利益に悪影響を及ぼすことの禁止

模倣・偽造品等に対する厳格な規律

（３）見直し条項
ＴＰＰ１２の発効が見込まれる場合又は見込まれない場合に、いずれかの締約国の要請があったときは､ＴＰＰ１１協

定の改正等を考慮するため、この協定の見直しを行う（協定第６条）

（５）「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定」について
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→ 次回閣僚会合を７月１日に東京で開催。（ASEAN以外の国でホストする初の閣僚会合。日本が共同議長を務める。）

 ＡＳＥＡＮからは年内妥結を目指す発言があり、日本（世耕大臣）からは、市場アクセス、ルール
分野及び協力のバランスを取りつつ、一定の質が確保されることを前提として、年内妥結を目指すＡＳ
ＥＡＮを支持する旨を表明。

 また、閣僚会合をどう活用するかを含め、１１月の首脳会議までの道筋についても議論し、日本からは、
単に事務方に議論を委ねるのではなく、閣僚レベルで解決すべき政治課題を絞り込んでいくことの重要
性などについて発言。

 結論として、各閣僚は、交渉官に対して、交渉を最終ラインに近づける具体的な成果を達成することを
確保しつつ、閣僚のガイダンスが必要な論点がある場合には速やかに提起するよう指示した旨が共同メ
ディア声明に盛り込まれた。

 市場アクセス、ルール及び協力の三本柱における成果を出すことによって協定の妥結にコミットするこ
とを再認識。

 閣僚と交渉官が、RCEP交渉の妥結に向けて２０１８年に一層努力することを指示。

 交渉参加全16か国で、世界の人口5割、貿易額3割、GDP3割を占める広域経済連携。
 東アジア地域において、自由な経済活動やサプライチェーンの効率的な形成に寄与するようなルール
作りを行い、域内では共通のルールで手続ができるユーザーフレンドリーな協定を実現する。

RCEP首脳会合共同声明（平成29年11月14日 於︓マニラ）

（７）ＲＣＥＰ（東アジア地域包括的経済連携）
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日本提案の要点
（１）自由・オープン・公正なデジタル市場環境の構築（保護主義的
措置の反対）
①インターネットアクセスへの国家による不当な制限の禁止
②国家によるソースコード等企業秘密情報の開示要求の禁止（TPP）
③電子商取引関連サービスの市場アクセスの改善
④電子商取引関連法令の通報義務化
⑤政府保有データの公開促進
⑥電子決済手段に関する制度整備・多様な決済手段へのアクセスの促
進

（２）データの自由な流通促進
①電子情報の自由な越境流通の確保（TPP）
②個人情報保護制度の相互運用の推進（TPP）
③データローカライゼーション要求の禁止（TPP）

（３）サイバー空間における過度な国家管理の禁止・デュープロセスの
確保
①民間保有情報への国家による恣意的なアクセスの禁止
②国家による企業秘密情報窃盗の禁止
③国家による特定の規格や暗号の利用強制の禁止（TPP）

（９）WTOにおける電子商取引の将来的なルール整備に向けた取組
 2017年12月、日・豪・星が電子商取引閣僚会合を主催。71ヶ国・地域の有志国で共同声明を発出。これ

に基づき、2018年3月から有志国会合を毎月開催。それぞれ共同声明非参加国も含め８０以上の加盟国が
参加し、法的論点を含め中身のある具体的な議論が行われている。

 これまでに、日、米、EUを含めた12か国から、将来の協定に含めるべき要素等について提案が提出された。今
後も月に一度のペースで会合を開催し、各提案内容について意見交換を行う予定。

【米国】データの自由な流通やソースコードを含む知財保護等を
含む提案を提出。高い水準で商業的に意味のある国際ルール作
りを重視。
【EU】貿易円滑化に関する要素を中心とした提案を提出。中国
を含むクリティカルマスでのルール作りを重視。
【中国】ペーパーレス貿易等、貿易円滑化や物品の越境電子商
取引に関心。提案は未提出。
【オーストラリア】野心水準の高さを維持しつつ、迅速に交渉を開
始することを重視。提案は未提出。
【シンガポール】プロセスの透明性、包摂性を重視。貿易円滑化、
インフラ、消費者保護を含む提案を提出。
【カナダ】市場アクセスを中心とした提案を提出。

※提案提出国：日、米国、シンガポール、アルゼンチン、コスタリカ、コロンビア、
ロシア、台湾、NZ、ブラジル、EU、カナダ。
※南ア、インドは有志国会合に出席せず。

各国の関わり方









【アフリカ】
本年5月、南アフリカで「日・アフリカ官民経済フォーラム」を開催。ラマポーザ大統領をはじめ閣僚級28名を含む42カ国、日本企業約100社、
現地企業約400社、第三国企業、国際機関を含む約2000名が参加。世耕大臣より、日本とアフリカの経済がwin-winで持続的に発展するための４
つの柱として、(１)インフラ案件促進 (民間資金活用の促進) 、(２)ビジネス分野の拡大、 (３)ビジネス・プレイヤーの拡大、(４)ビジネス環境整
備についての取組を表明。

（１3）二国間連携等の強化

【サウジアラビア】 【イスラエル】

【インド】【ロシア】

第1回日・イスラエル経済イノベーション政策対話
2017年11月、コーヘン経済産業大臣が訪日し、「第1回日・イ
スラエル経済イノベーション政策対話」及び「日・イスラエルイ
ノベーションネットワーク（JIIN）総会」を開催。官民連携によ
るサイバーセキュリティ、産業R&D、BtoB連携における加速化
について議論。事務レベルのJIIN会合を定期的に開催。

日・イスラエル・ビジネスフォーラム
同時に、「日・イスラエル・ビジネスフォーラム」を開催。日・
イスラエルビジネスに関心を持つ企業等から300名超が参加。

8項目の「協力プラン」
（1）健康寿命の伸長、（2）快適・清潔で住みやすく、活動しや
すい都市作り、（3）中小企業交流・協力の抜本的拡大、（4）エ
ネルギー、（5）ロシアの産業多様化・生産性向上、（6）極東の
産業振興・輸出基地化、（7）先端技術協力、（8）人的交流の抜
本的拡大。

本年５月、安倍総理がロシアを訪問し、昨年9月の首脳会談以降、
新たな民間文書を50件以上署名し、130件超のプロジェクトが生
み出された旨説明。両首脳は、着実に具体化していることを歓迎。
また、両首脳は、労働生産性向上とデジタル経済の協力に関する
新たな共同計画の署名を歓迎。

日・サウジ・ビジョン2030
両国は、昨年3月のサルマン国王の訪日時に合意した本ビジョン
を新たな戦略的パートナーシップの羅針盤として、一層の協力を
加速化。「多様性」、「革新性」、「ソフトな価値」の3本の柱
の下、9の協⼒分野で46の協⼒プロジェクトを推進中。

本年1月に世耕大臣がサウジアラビアを訪問し、「日・サウジ・
ビジョン2030ビジネスフォーラム」に参加するとともに、サル
マン国王にも表敬しこの協力関係が重要かつ戦略的なものである
との認識を共有。

本年5月に世耕大臣がインドを訪問し、
(1)ベンガルールにおける「スタートアップハブ」の構築を含む
「日印スタートアップ・イニシアチブ」共同声明、

(2)アジア・アフリカ地域における日印ビジネス協力、
(3)日本工業団地のプログレスレポート、
(4)「第９回日印エネルギー対話」共同声明、
に合意・発表。日印関係を更なる高みへと引き上げるべく取組を
推進中。
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５．インフラ輸出・国際協力
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（４）持続的に競争力を有するインフラ産業の育成
 これまで、「質の高いインフラパートナーシップ」等により、経協ツールの強化・拡充を行ってきた。

 我が国がインフラ輸出を持続的に拡大していくためには、引き続きトップセールス等により個別の案件を
着実に受注していくと共に、 “将来にわたって競争力を持ち続けることができるインフラ産業の育成”が
必要。

 そのためには、電力、鉄道、情報通信等のセクター毎に戦略を策定し、戦略を実現するための政策
ツールの一層の有効活用が必要。

中長期的視点から戦略を策定
それら戦略を実現するために、政策ツールを有効活用

×引き続き
トップセールスを実施 持続的競争力を有する

インフラ産業の育成が必要個別の案件を着実に受注

これまで
経協ツールの強化・拡充を実施
（「質の高いインフラパートナーシップ」等）

















日中首脳会談後共同記者会見（2018
年5月9日、安倍総理・李克強総理）

（安倍総理）
今回、日中ハイレベル経済対話の下、省庁

横断的な官民委員会を新たに設けるとともに、
第三国において日中民間企業によるインフラ
協力を具体的に進めていくため官民が一堂に
集う新たなフォーラムを私と李克強総理の
リーダーシップの下、設立することで合意しま
した。
来るべき私の訪中の際に、第1回のフォーラ

ムを開催し、具体的な日中協力プロジェクトを
どんどん展開することでアジア各国の期待に
応えていく考えであります。

（１０）日中首脳会談 結果（第三国協力関係）
第三国における日中民間経済協力に関する覚書
（2018年5月9日）

（日本側：外務大臣、経済産業大臣）
（中国側：国家発展改革委員会主任、商務部長）

1. 双方は、日中経済関係は相互補完性が強く、両国の企
業はそれぞれの強みを有しており、民間企業間のビジ
ネスを促進し、第三国でも日中のビジネスを展開してい
くことが、両国の経済分野での協力の拡大、更には対
象国の発展にとっても有益であるとの認識で一致した。

2. 双方は、第三国における日中の民間経済協力について、
日中ハイレベル経済対話の枠組みの下に、「日中民間
ビジネスの第三国展開推進に関する委員会」を設け、
省庁横断で民間部門も交えながら議論していくことで一
致した。

3. 双方は、第三国における民間経済協力案件を念頭に、
日中の民間企業間の交流を一層推進するため、幅広い
企業の経営者や関係閣僚等の出席する「日中第三国
市場協力フォーラム」を設立・運営することで一致した。

4. 双方は、これらの枠組みの下で、両国企業による第三
国協力の可能性がある市場及び産業分野について逐
次検討し、協力可能な具体的プロジェクトの組成に向け
て議論していくことで一致した。
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６．中堅・中小企業の海外展開、農水産品輸出
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７．技術協力の推進
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８．内なる国際化
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（２）対日直接投資の現状
2017年末の残高は過去最高の28.6兆円だが、2020年の倍増目標に向けて施策の強化が必要｡

実態として、東京を中心とする一部の大都市に集中。
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（出典）財務省「本邦対外資産負債残高」（2018年5月25日公表値）、内閣府「国民経済計算」（2018年5月16日公表値）
（留意点） ①本邦対外資産負債残高は、計上基準が2014年分から変更された。2013年以前の残高は旧基準で記載（ ＊ ）。

東京都、神奈川県、大阪府に所在する外資系企業数の割合

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

３都府県合計 81.9 82.5 83.0 82.4 82.7

東京都 66.6 67.6 68.5 67.3 67.4 

神奈川県 9.8 9.5 9.6 9.9 10.0 

大阪府 5.5 5.3 4.9 5.2 5.3 
出所：経済産業省「外資系企業動向調査」 注：2016年度は速報。

（％）

（年）

対日直接投資残高
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９．産業安全保障
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NSG
（原子力供給国グループ）

AG
（オーストラリア・グループ）

MTCR
（ミサイル技術管理

レジーム）
WA

(ワッセナー・アレンジメント)

１．規制対
象品目

（１）原子力専用品・技術
①核物質
②原子炉・付属装置
③重水・原子炉級黒鉛
④ウラン濃縮・再処理等プラント

（２）原子力関連汎用品・技術

（１）化学兵器
①化学剤
②化学兵器汎用製造設備

（２）生物兵器
①生物剤
②生物兵器汎用製造設備

（１）大型のミサイル・無人航空
機

（２）小型のミサイル・無人航空
機、関連資機材・技術

（１）武器

（２）汎用品
①先端材料
②材料加工
③エレクトロニクス
④コンピュータ
⑤通信関連 等

２．発足年
（日本の参加） 1978年（同年） 1985年（同年） 1987年（同年） 1996年（同年）

３．参加国数 ４８か国 ４２カ国＋EU ３５カ国 ４２カ国

４．参加国

クロアチア、キプロス、エストニア、ア
イスランド、ラトビア、リトアニア、マル
タ、ルーマニア、セルビア、スロバキア、
スロベニア、トルコ

ロシア、ウクライナ、ベラルーシ、カザ
フスタン
ブラジル、メキシコ、
中国
南アフリカ

クロアチア、キプロス、エストニア、ア
イスランド、ラトビア、リトアニア、マル
タ、ルーマニア、スロバキア、スロベニ
ア、トルコ

ウクライナ

メキシコ
インド

アイスランド、トルコ、

ロシア、ウクライナ

ブラジル
インド
南アフリカ

クロアチア、エストニア、ラトビア、リト
アニア、マルタ、ルーマニア、スロバキ
ア、スロベニア、トルコ、

ロシア、ウクライナ

メキシコ
インド
南アフリカ

＜ホワイト国＞
アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブルガリア、カナダ、チェコ、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、ア
イルランド、イタリア、日本、韓国、ルクセンブルグ、オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、スペイン、スウェーデン、スイス、英
国、米国

（２）国際輸出管理レジーム
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ホワイト国：輸出管理を厳格に実施していると認められることから、円滑な輸出許可手続が可能な輸出相手国（27か国）。





 日本も、2017年10月改正外為法を施行し、投資管理を強化

（４）我が国における投資管理強化
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2017年10月、改正外為法を施行。
（１）規制対象業種の追加
国際輸出管理レジーム規制貨物・技術について、全て規制対象に指定（従来は、その一部のみ）。
（２）買収後の是正措置の強化
無届投資等を行った外国投資家に対し、罰則に加え、株式売却命令等ができる制度を創設。
（３）外国投資家間の非上場株式の売買の規制対象化

日本





 海外からのM＆Aリスクの高まりに背景に、米国のみならず、欧米各国が投資管理制
度を強化。

（５－２）諸外国における投資管理強化の動き：欧州
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2017年9月、EU大の投資管理の協議枠組を構築する規則案を
公表。2018年6月現在、欧州議会、EU理事会で審議中。
- 欧州委と加盟国による連携、重要インフラ、重要技術の有無の
審査考慮要素化等

2017年10月、投資管理強化の検討方向を示す政府報告書を
発表。2018年3月、法改正に向けた答申を発表。
-武器技術・高度デュアルユース品、サイバー技術等の審査分野
の重点化等

イギリス

EU

2017年7月、外国貿易令を改正し、投資規制を強化。
-事前届出業種の拡大、事後審査対象の明確化（サイバー
技術、重要インフラ）等

ドイツ

2018年2月、外資による仏企業の敵対的買収への対抗策を発
表。
-政府が外資による買収計画を禁止できる範囲の拡大（AI、
デジタルデータ等）

フランス

【投資管理実施国】
ドイツ, フランス,
イタリア, イギリス,
ポルトガル, スペイン,
オーストリア, デンマー
ク,
フィンランド, ラトビア, 
リトアニア, ポーランド

投資管理未実施国
投資管理実施国

EUの投資管理実施国の実態（28ヶ国中16ヶ国未実施）

→投資管理に関する
EU規則案について
は、温度差あり。



（６）投資管理の国際連携に向けた動き

第3回三極貿易大臣会合 共同声明及び付属書（2018年5月31日） （抜粋・仮訳）

 投資管理については、輸出管理のような国際連携の枠組みがなく、先進国間で
抜け穴（ループホール）が生じるおそれ大。

 日米欧で、国際連携に向けた議論が進展。
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いかなる国も外国企業から国内企業への技術移転を要求したり圧力をかけたりしては
ならないとの見解を、共有することを確認。

🔶🔶技術及び知的財産を獲得し、当該国企業への技術移転を行うことを目的とした、外国企業及び

その財産への戦略的な投資又は獲得を、支持し不公正に助長するような、政府の慣行を阻止する
ためのメカニズムについて、必要な時は調整を行いつつ、当該メカニズムを確立し、ベストプラク
ティスを共有する必要性について議論した。

（附属書２：技術移転政策及び慣行に関する共同声明）

ＯＥＣＤ閣僚理事会 議長声明（2018年5月31日） （抜粋・仮訳）

議長国のフランスの下，「より責任ある，効果的で，包摂的な成果を得るための多国間主義のテコ
入れ」について議論。

５．強力かつ包摂的な成長のための国際貿易・投資
現地企業への技術移転を強いる政府慣行及び政府主導の戦略的対外投資を懸念。





（７－２）大学への普及啓発
 ２０１７年１０月、大学向けガイダンスを抜本的に見直し公表。

 文部科学省と連携して、複層的なアプローチを通じて、大学における安全保障貿易管理に関する
法令順守及び内部管理を強化。

 平成２９年度は、５０大学等に対して専門家派遣を実施。新たに１５大学等が内部管理規定を策定
（見込み含む）。

大学向けガイダンス
 経済産業省の公式ＨＰで公表（平成29年10月）。
 文部科学省を通じ、全関係大学の学長宛に送付。
（ガイダンスの主なポイント）
・慎重審査が必要となる研究分野の例示
・研究者が実際に直面する活動ケースに併せた管理手法
の提示

・内部管理規程、各種審査票、誓約書などの雛形の提示

地域ネットワークの形成
 毎年、大学向け説明会を開催（今年度は名古屋、
大阪、東京で実施予定）。昨年度から、地域ブ
ロック別、実務担当者向けのガイダンス説明会を
開催。

 これを機に、行政－大学、大学－大学の相談・情
報交換を可能とする地域ネットワークを形成。

専門家派遣事業
 大学の安全保障貿易管理の専門家を派遣し、ガ
イダンスの実践をサポート。
※ H29,H30年度予算で大学の安全保障貿易管理の経験のある専
門家20名を｢アドバイザー｣に任命。大学側は無償(国が負担)

個別大学訪問
 大学内のトップダウンでの取組を促すべく、
経済産業省の担当課長らが学長、理事長らを
直接訪問し、説明。※これまでに60大学等を訪問 73


